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Ab畠t:ract In the paper， an assessment method of suitability of七raffictr姐 sportationbuilt on the system 

of multipurpose traffic tr創 lsportationis studied. Based on the assessment method， backt:racking algorithm 

of seleding traffic transportation is proposed皿 dcalculating program is designed. Th官 proposed

backtracking algorithm is used to pradical selection of traf臼ctransportation. 

1、 iまじめに

利用者による交通機関の選択は、交通需要予測

のための重要な課題であるため、多様な観点からの

理論モデルが、「交通機関分担モデル」として提案さ

れてきており、従来の集計型モデルから、近年は、

非集計行動モデ、ノレによる分析が行われている。

交通手段選択については、原因ら 1)の研究、石

田ら 2)、吉田ら 3)、鈴木らめの研究などが報告され

ている。従来の交通機関選択に関する研究は主とし

て都市交通が対象とされてきており、全国レベルの

都市間交通を対象として、交通機関の分担関係を分

析した研究は少ないように見受けられる。このため

本研究においては、全国的広域的な交通機関(新幹

線、航空機など)の旅客交通を対象として、総合交

通体系における交通機関の適合性に関する評価につ

いて、主として利用者の視点から考察し、これらの

評価に基づく交通機関選択のアルゴリスムモデ、ルに

ついて基礎的な研究を行おうとするものである。

2、 本研究の立場

交通計画モデ、/レの目的は、意思決定者にとって

有益となる計画案を作成することにある。このため、

交通計画モデルは、どのような計画案を提案し、そ

れぞれの計画案を一定の評価基準の基づいて評価す

るかに大きく依存する。そこで本研究においては、

利用者のニーズに対する交通機関の適合性を評価す
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るために、まず、交通機関の特性と機能を分類@整

理する。次に、利用者による各種交通機関の選択条

件の要素を抽出するとともに、選択における意思決

定のプロセスについて分析する。さらに、総合交通

体系の視点からみた各交通機関の適合性について評

価する。

(1)交通機関の特性と機能

交通機関の特性は、移動サービス、所要時間、

サービスエリアの 3項目と、そのための所要コスト

および交通需要の質と量の組み合わせによって評価

することが可能と考えられる。交通サービスの生産

密度は常に経済力集積密度(人口・資本・情報など

の集積密度)と比例関係にあるといえるが、一方交

通サービスの向上は、新たに観光産業という新しい

第 3次産業を生み出し、過疎地帯にも高い価値生産

性をもった生産活動を定着させ、サービスエリアを

拡大することが可能となる。

表 1は距離帯別機関分担率(輸送人員ベース)

の推移(旅客)を示したものである。この分担率は、

利用者が各自の選択条件によって交通機関を評価し、

その評価結呆に基づいて選択を行った結果として出

現しているものと考えられる。このため交通機関の

距離帯別分担率(シェアー)と、交通機関の特性及

び利用者の特性との関連性について分析することに

より、交通機関の評価に関する新しい情報が得られ

るものと考えられる。

(2 )各撞交通機関の選択条件

交通機関の選択は、交通機関と利用者の特性(旅
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行目的@年齢@職業。収入等)によって特性が違う

ので、それ等の特性に応じて行われる。

利用者がある交通機関を選択するとき、効果を

極大化する一組の特性を得るために、彼はその特性

集合を選択したわけである。すなわち、交通機関の

表 1 距離帯別機関分担率の推移{旅客)

[1987] (%) 

lLiL 
100 100 300 500 750 1000 
Km ~ ~ ~ ~ Km 
以下 300 500 750 1000 以上

Km 瓦m 監 n Km 
鉄道 29 26 49 55 39 18 

航空機 。。 4 12 36 76 

自動車 71 74 42 30 23 5 

船 。。5 3 2 1 

よユ
[1997] (%) 

はi(
100 100 300 500 750 1000 
Km ~ ~ ~ ~ Km 
以下 300 500 750 1000 以上

Km Km Km 区m

鉄道 26 25 43 61 33 6.9 

航空機 。。 5 17 62 83 

自動車 74 75 49 20 4 10 

船 。。3 2 1 0.1 

資料:文献 10)による

名称ではなく、その特性に基づいて選択が行われる。

いま、交通機関の選択条件を特性によって整理する

と、以下の要素に区分されると考えられる。

①経済性

費用の低い交通機関は選択される確率が高い。

同じ輸送をするのに、費用のかかる交通機関を利用

するとすれば、それだけ資源が余分にその交通機関

に投下されたこととなる。最も少ない資源の投入量

で交通需要量をまかなうためには、費用極小の交通

機関を利用することが原則である。この経済性は主

として時間距離と費用距離によって評価される。

②効率性

航空、鉄道(在来線、新幹線)、道路(一般道路、

高速道路)、船はそれぞれの特徴を持っているので、

各種交通機関の中から一つ又は組み合わせて利用す

る場合、利用者はどの経路が一番良いかどうか、効

率性によって交通機関の適合性が評価される。この

効率性を示す指標として時間便益と費用便益が使用

されている。

③利便性

どの交通機関を選択しでも要求されている輸送

条件を満たすとした場合、短時間とサービスの良い

交通機関が選択される。時間は一般に運行時間、乗

換え時間などが含まれている。交通サービスについ

ては交通機関の速さ、運行頻度、乗降の容易さ、歩

行の負担、待つ負担、乗換えの負担、シェルターの

有無、早朝のサービス、夜間のサ}ビス、旅行の自

由度(経路選択の自由、予約の要。不要、満席で利

用出来ない場合の発生確率、旅行の中止又は変更の

自由)などによって構成されている。

④快適'性

快適に利用出来るためには、混雑・渋滞がなく、

疲労が限度以下であるとともと、利用対象とする交

通機関の利用が快適であること、従業員の態度、環

境、アクセスするための他の交通機関等のサービス

が、利用者にとって満足出来る水準にあることが必

要である。

⑤信頼性

経済性、効率性、利便性、快適性の他に、確実

性に基づく信頼性が評価される。この指標としては

定時到着性、運行の信頼性(故障率)、時間遅延、渋

滞、事故。故障・天候不良時での復旧までの所要時

間等から構成されている。

⑥安全a性

安全性の評価方法は、安全性の水準の変化にと

もなう便益により測定される。この指標としては、

事故確率、発生頻度、被害額@死者数(影響の大

きさ)等によって評価される。(表2交通機関交通事

故率)
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表 2 交通機関死亡事故比率

(全死亡者=10，000)

よと
1970年 1980年 1990年 1998年

X10-2 XlO-2 XI0-2 X 10-2 

鉄道(在 510 586 356 338 

来線)

航空機 12 11 37 23 

自動車 9190 8950 9442 9478 

船 290 453 166 162 

資料:運輸経務統計要覧による

⑦目的性

目的性には主に旅行のタイプ、出発地、到着地、

制約時間、利用者の特別な要求(休息。趣味)等に

対する交通機関の適合

性が含まれている。旅行タイプの具体的な内雰は国

内観光レクリエーション、国内出張ビジネス、海外

の行き帰り、単身赴任に伴う移動、家事@帰省。冠

婚葬祭等の私用、通勤@通学などであり、全体的な

制約時刻、到着時刻、帰着時刻、滞在時間、旅行中

の目的地(復数)へのアクセシビリティ等で構成さ

れる。

③社会性

この社会的条件としては、社会的効用(効果。

便益)と社会的費用(施設の整備費、管理費、環境、

エネノレギー、労働力、土地(スペース)等)が含ま

れる。望ましい交通の分担関係は、利用者の選好(ニ

ーズ)と交通機関のもつ特性を基礎として、社会的

諸制約の下で、最も合理的に、社会的効用を最大に

するものでなければならない。

以下においては、現実の交通機関別の分担率を

生じさせている、利用者の交通機関選択における意

思決定プロセスについて考察する。

3、交通機関選択における意思決定プロセス

本研究においては、まず利用者の意思決定プロ

セスの基本的な手順について考察し、交通機関選択

プロセスの主な問題点を明らかにする。次に、交通

機関選択プロセスをモデル化するために、最適化ア

ノレゴ、リスムを提案する。さらに、最適化アルゴリス

ムの特徴を明らかにするために、モデルの階層的構

造・時間距離の構造@選択的最適化の構造。データ

ベースの構造などの諸要素を取り上げ、各要素の設

定方法について研究する。

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

表 3 交通サーピスの評価基準

経済性 費用(割引サービスを含む)

効率性 所要時間(乗換@アクセス@

イグレスを含む)

利便性 運行頻度@待ち時間@乗換回

数@旅行自由度

快適'性 混雑@渋滞・疲労・従業員の

態度。サービス

信頼性 遅延@故障・復旧までの所要

時間

安全性 事故発生率・死傷者数・事故

の影響の程度

目的性(総合) 旅行の目的への適合性(出発

時刻。到着時刻・滞在時間)、

社会性 社会的効用(利用効果・存在

効果等)

社会的費用(必要投資額。ェ

ネルギー@労働力等)

受益と負担のバランス等

:u韓合交通機関選択プロセスのモデル化

3園:1..1モデルの基本的な考え方

交通利用者は、確率的な効用理論に基づいて交

通選択行動を行うものとする。交通選択においては、

①目的地選択段階(旅行タイプ、出発地、到着地、

時間)が最上位、次に②手段選択段階(交通機関選

択)、そして③経路選択段階(個別の交通機関選択と

総合交通機関の選択)が最下位となるような階層的

選択構造を仮定する。手段選択に関して、対象モ}

ドは新幹線、高速道路、航空、船の4種類とする。

本研究では、現実的な仮説として、個人は出発地か

ら到着地までの所要時間ができるだけ短くなるよう

に、経路、出発地、目的地の組み合わせを同時に決

定すると考える。モデ、ルの中には時間と費用と目的

を選択要因として、時間価値あるいは費用・時間比

などの値を用いて、費用、時間のいずれかに換算し

“犠牲量最小"の原理によって選択を行っている。

利用経路のコストは一般化費用により表現される。

時間価値は各交通機関別、即ち鉄道利用時、自動車
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154 愛知工業大学研究報告， 第 36号 B，平成 13年，Vo1.36・B.Mar.2001

利用時、航空機利用時、自動車利用時(公共・個人)、

船利用時と待ち時間が含まれる。

モデルの構築では、最適化の原理によって、最

適なノレートを決定する。すなわち、ある特定の中継

地(乗換え地とも言う)について、そこに到着する

までにどのルートがとられたかに関係なく、そこか

ら目的地までのルートについての決定は最適なもの

になっていなければならないものとする。(図 1，2， 

3) 

目的地選択

タイプ 出発地 到着地 時間

園 1 目的地選択瞳ツリー

交通機関選択

航空

菌 2 交通機関選択股ツリー

航a1い復合(組合わせ)

/¥ /グ快¥
自動車 パス 航空鉄道自動車船 パス

圏 3 本研究の選択睦ツリー

3.1.2交通機関選択のプロセス

①タイプの選択(旅行の目的。)

②目的地・場所の選択(出発地、到着地)

③交通発生の選択(出発時刻、滞在時刻、帰着

時刻。)

@交通手段の選択(航空、新幹線、在来線、高

速道路、一般道路、船。)

⑤経路の選択

( 1 )③と④によると、出発地から到着地まで

の聞の直接的な交通手段(乗換えがいらない)があ

るかEうかを判断する-

(2 )もし(1 )が成立すれば、そして経路は

2つ以上があれば、①と時間と費用と運行頻度の

順番によって、比較@評価する。

( 3) もし(1 )が成立しなければ

ケース 1:③と@によると、その時間とおり、

交通手段ができない場合。

ケース 2 ③と④によると、出発地から到着地

までの聞は間接的な交通手段(乗換えが必要)のみ

がある場合。

ケース 3 ③と④によると、出発地から到着地

までの聞の交通手段がないが、④の選択を変えれば、

出発地から到着地までの聞の交通手段がある場合。

ケース 4 ③と④によると、出発地から到着地

までの聞の交通手段が総合交通手段でなければなら

ない場合。(一種類だけの交通手段ができないし、あ

るいは一種類だけの交通手段を使ったら、乗換えの

回数が大変な場合。)

以下では、実際のケースを想定した具体例につ

いて、モデ、ノレ的に考察する。

(l)交通韓関のー離的特性顕位

交通機関の一般的特性順位と選択順位とを主に

出発地。目的地問の距離帯別機関分担率の推移によ

って整理した結果を表4及び表 5に示す。距離帯は

以下のように区分する。

①1000Km以上

②7 50Km  "-' 1000Km  

③500Km  ，，-，750Km 

④300Km  ，，-，500Km 

⑤100Km  ，，-，300Km  

⑥100Km以下
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表 4 交通機関の一般的特性願位(鯛〕

戸(
鉄 道 自 動車

航 船

こヴ工B二
新幹 在来 向速 一般 S 

A 線 線 道路 道路

LL L RR R 
1.経済性 2 1 4 3 5 6 

20効率性 1 2 4 3 5 6 

3利便性 5 4 3 2 1 6 

4 5 1 2 3 4 6 

50信頼性 4 l 2 3 5 6 

60安全性 3 1 2 4 5 6 

(注:目的性及び社会性については比較が困難

なため、ここでは表示しない。)

(2)交通機関の一殻的選択額控

交通機関の一般的選択順位は、主に交通機関の

一般的特性順位により、利用者によって選択された

結果を示していると考えられる(表 5)。

表 5 交通機関の一般的選択顧位

距離帯 選択順位

1000Km以上 A>LL>RR>L>R>S 

750Km~1000Km A>LL>RR>L>R>S 

500}むn~750Km LL>A>RR>L>R>S 

300Km~500Km LL>L>RR>R>A 

100Km~300監n RR>R>LL>L 

100Km以下 R>RR>L>LL 

〔注:表1のデータにより作成)

(3)交通韓関適合性に関する評価のプロセス

表 6中で①~③は第一レベルとして、誰でも必

ず考えるべきであり、④~③は第二レベノレとして、

利用者によって一応交通機関が満足かどうかを考え

る人と、考えない人があり、⑨は第三レベルとして、

交通機関の管理者又は政府が考えるべきことである

が、利用者も含めて国民全体としての視点から考え

る必要がある。

(4)交通機関選択の銅

①交通機関

利用交通機関は航空、新幹線、在来線、高速道

路、一般道路、船(フェリー)であるとして、この

順番に利用可能性を 1又は0で表示することとする。

②利用可能性

1 あり(*印は一部あり)

o なし

③ケーススタデイ

表 7の中では行の方が目的地であり、列の方が

出発地である。表8では、表の右上側が日帰り、左

下側が 2泊3日以上の旅行と仮定し、2000年 9月現

在の時刻表による利用の可能性を表示している。表

8によって主要都市聞においては、交通機関の選択

の自由度が大きいことが知られる。

表 6 交通韓関適合性の評舗の段構的プロセス

第一レベル

第二レベル

l 特性 |評価者

一般的な利用者

特に注意深い利用者

又は要求水準が高い

利用者

第三レベル|⑨社会性 施設管理者又は政府

機関の責任者、及び

国民全体

表 7 交通韓関の整備状説(施設の有無)

¥ 東ぷ 札幌 仙台 大阪 福岡

東

~ 
101ネ*1 111111 011110 11111 * 

正武

本L 101111 

~ 
101*ネ* 1*1**0 001 **0 

幌

仙 111111 001 **1 

~ 
011111 01111 * 

斗口主、

大 111111 1キ1**0 111111 

~ 
11111* 

阪

福 111110 1*1**0 111110 011110 

~ 岡
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表 8 交通機関選択可能性(銅)

I~ 果 ffi 札幌 仙台 大阪 福岡

東

京

札

幌

仙
4口、

大

阪

福

問

I~ 
100000 110100 

1**001 

~ 
100000 

111111 1***キ1

~ 
111111 1*1101 11*1*0 

110*01 1キ0*00 110*10 

3.1.3モデルの定式化

① 多段決定プロセス

110100 

100000 

110000 

~ 
11*1*1 

F* (s)=田 in [C;;+F:_， (s)] 
(j) "J 

nニ自然数 (1，2， .句。.n) 

c u=討聞のコスト

110000 

100000 

100000 

110000 

~ 

( 1 ) 

F n (s)=中継地 sから目的地までの最小コスト

(最小コストの意味は時間距離と費用距離の和が最

小である)。ただし sから目的地まであと n段階残っ

ているとする。 sから次の段階の中継地 jまでのコ

スト csjと、 jから目的地まで残りの(n-1)段階を

最適なノレートをとったときのコストとの和を考え、

それが最小になるような中継地を、 sの次の中継地

として選ぶことを意味している。

② 時間距離の構造

Yiニ Xi+ωTi (2 ) 

i 交通機関(航空、新幹線、在来線、高速道

路、一般道路、船)・

Y E 交通機関 iを利用するときの総犠牲量

(円)・

Xi 交通機関 1の運賃(円); 

Ti ・交通機関 1の所用時間(時間); 

ω:時間距離(円/時間)

③ 選択的最適化の構造

九 =[1+expL-v，Jo。

exp(vj) 

exp(vj) + exp(v2) 

P. eXp(v;) 

L押収)
JE;n 

Vi = s 1 Z li + s 2 Z 2i +・ +skZki

( 3 ) 

(4 ) 

( 5 ) 

ここで、 PEn :個人nが選択肢 1を選択する確率(

選択結果)

Vi :選択肢 iの選択による効用

Zik 選択肢 iについての k番目の説明

変数(顕在的及び潜在的特性)

。k : k番目の変数のパラメータ(効用に

影響を及ぼす各特性要因のウエイ

ト)

④データベースの構造

A-(~ : 1 x c !C叫
( 6) 

行列 Aは行列 B、行列 X、行列 C、行列 X か

らとなる。行列 Bが交通機関(航空、新幹線、在来

線、高速道路、一般道路、船)であり、行列X=(X11，

X12， •.•••. Xjn)、X1jが駅、空港などを示す。

行列X は行列Xの転置行列であり、行列 C は

(n+ 1)*(n+ 1)階の行列、数量化された情報(位置、距
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離、時間、費用など)として示される。

4、考察

交通機関選択に関する従来の研究では、交通

機関の特性や利用者特性のうちの、主として顕在化

された説明要因を対象として、分析が行われている。

しかし、利用者の選好は、これ等の顕在化された客

観的、物理的要因の以外に「好き」、「嫌い」や、従

業員のサービスや心づかいといったような、きわめ

て個人的。主観的 e 定性的で多様な要因と、利用に

あたってのさまざまな個人的条件(目的の優先度、

日程の自由度、手荷物の有無、身体的条件等)が複

雑にからみ合って、選択が行われているものと考え

られている。

従って、今後公共交通機関と個人的交通機関と

の適切な分担関係を含む、総合交通体系を考えるた

めには、選択結果としての交通機関別分担関係(距

離帯別シェア )の推移と、交通機関のサービス水

準及ひ下Ij用者特性(心理的要因、身体的条件や国民

性等を含む)の時間的変化との関連性について、具

体的に分析し、どのような方策をとれば望ましい分

担関係が実現出来るかについて、研究することが必

要と考えられる。

5、まとめ

以上のように全国的広域的な交通機関選択問題

における利用者の意思決定の段階的プロセスについ

て、基礎的な研究を行った。その結果、利用者によ

る交通機関の選択が、経済性・効率性以外の多くの

評価指標を、ウエイトづけしながら行われてことを、

或程度ではあるが知ることが出来た。一方意思決定

アノレゴリズムについては、交通機関が航空と新幹線

であるとすると、望ましい経路を決定することは容

易であるが、交通機関が航空、新幹線、高速道路、

船であるとすれば、アルゴリズムが複雑となり、簡

単に解が得られないことが知られた。従って今後、

乗客数の推移と、交通機関及び利用者特性の変化等

のデータ等を含む具体的な分析を行うことにより、

よりよいモデ、ルに改良する必要がある。さらに利用

者の選好と、社会的に望ましい総合的交通体系との

関係についても、分析@研究することが課題である

と考えられる。
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